
◆北区国土強靱化地域計画　令和6年度　個別事業一覧

指標名
本計画策定時値

（Ｒ３年度末見込み）
目標値

（Ｒ６年度末見込み）
1 2 3 4 5 6 7 8

1 区公式HP及びメールマガジンの多言語化環境の整備 区全域
・HP108言語の実施
・メールマガジン多言語
化の実施

R4年度～R6年度 1,518 広報課 区 多言語化環境整備の推進 20% 70% ●

2
災害時の男女共同参画センター等の
相互支援ネットワーク

区全域 R3年度～ なし 多様性社会推進課 全国女性会館協議会 ●

3
北区社会福祉協議会及び北区ＮＰＯ・
ボランティアぷらざとの連携強化

区全域 R4年度～ 0 防災・危機管理課 区 ●

4 特別養護老人ホームの整備・改修 区全域
1,823床

（改修：計3カ所）
R12年度まで 2,353,728 地域福祉課 区 床数整備（確保）率 81.89% 81.89% ●

5 老人保健施設・都市型軽費老人ホームの整備 区全域
老健：681床

都市型：定員120人
R11年度まで 90,000 地域福祉課

補助の実施主体：区等
整備主体：法人

床数整備（確保）率
老健：89.28％

都市型：66.66%
老健：89.28％

都市型：83.33%
●

6 おたがいさまネットワーク 区全域 H15年度～ 2,802 長寿支援課 区 おたがいさまネットワーク協力団体数 1,234団体 1,270団体 ● ● ●

7 北区地域見守り・支えあい活動促進事業 区全域 H24年度～R13年度 3,528 長寿支援課 区 補助団体 73団体 38団体 ● ● ●

8 高齢者いきいきサポーター制度 区全域 H26年度～ 11,058 長寿支援課 区 ボランティア登録者数 706人 752名 ●

9 ねずみ・害虫等対策事業 区全域 8,467 生活衛生課 区 ●

10 食中毒予防普及啓発事業 区全域 0 生活衛生課 区 ●

11 バリアフリー基本構想の推進 区全域 H27年度～ 7,567 都市計画課 区

【国】バリアフリー環境整備
促進事業
【都】東京都鉄道駅総合バリ
アフリー推進事業

● ●

12 公共サインの整備 区全域 推進 2,585 都市計画課 区

【国】バリアフリー環境整備
促進事業
【都】東京都鉄道駅総合バリ
アフリー推進事業

● ● ● ●

13 鉄道駅エレベーター等整備事業 区内JR各駅 11駅 R元年度～ 0 都市計画課 JR 多機能トイレ設置 1駅1箇所 0駅

【国】地方公共交通確保維持
改善事業
【国】訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業
【都】東京都鉄道駅総合バリ
アフリー推進事業

● ●

14 緊急保育事業 区直営保育所 26園 継続 0 保育課 区 ●

15 鉄道駅エレベーター等整備事業 区内JR各駅 11駅 平成18年度～ 0 都市計画課 JR 2ルート目のエレベーター設置 2駅2基 0駅

【国】地方公共交通確保維持
改善事業
【国】訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業【都】
東京都鉄道駅総合バリアフ
リー推進事業

● ●

16 鉄道駅エレベーター等整備事業 区内JR各駅 11駅 平成26年度～ 0 都市計画課 JR ホームドア設置 6駅14列 0駅

【国】地方公共交通確保維持
改善事業
【国】訪日外国人旅行者受入
環境整備緊急対策事業【都】
東京都鉄道駅総合バリアフ
リー推進事業

● ●

一人ひとりがいきいきと活動するにぎわいのあるまちづくり

17 地域のきずなづくり推進プロジェクト事業費 区全域 R4年度～R8年度 25,186 地域振興課 区 地域円卓会議の開催 推進 推進 ● ● ●

18 NPO・ボランティアぷらざ運営費 区全域 R4年度～R8年度 50,000 地域振興課 区 講座受講者数 500人 800人 ● ●

19 桐ケ丘体育館の改築 桐ケ丘体育館周辺地域 11,109㎡ R4年度～R8年度 0 スポーツ推進課 区 ●

20 学校の改築・リノベーション事業 区全域 R4年度～ 6,073,879
学校改築施設管理

課
区 ● ●

21
日本語適応指導員派遣事業
（外国人児童・生徒の学習支援）

区全域 29,353
教育総合相談セン

ター
区 　 ● ●

22 文化財の防災の推進
区内文化財所有者・

保持団体
27件 R3年度～R6年度 0 飛鳥山博物館 区 文化財保有者への周知 2件 33件 ●

23 文化財の修復方法の習得 区外研究機関 R3年度～R6年度 0 飛鳥山博物館 区 修復方法の研修参加 不参加 参加 ●

24 博物館の点検 常設展示室および収蔵庫 1,493㎡ R3年度～R6年度 0 飛鳥山博物館 区 資料の状況点検回数 年1回 年2回 ●

25 （仮称）桐ケ丘区民センターの整備 桐ケ丘地区 4,000㎡程度 R4年度～ 76,383
大規模区民施設整

備担当課
区 ● ●

健やかに安心してくらせるまちづくり

Ｒ6年度
事業費

（千円）
No. 事業名 箇所 数量 期間

個別事業に関連する
事前に備えるべき目標

担当課 実施主体

ＫＰＩ 備考欄
（国や東京都の事業

名）
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指標名
本計画策定時値

（Ｒ３年度末見込み）
目標値

（Ｒ６年度末見込み）
1 2 3 4 5 6 7 8

Ｒ6年度
事業費

（千円）
No. 事業名 箇所 数量 期間

個別事業に関連する
事前に備えるべき目標

担当課 実施主体

ＫＰＩ 備考欄
（国や東京都の事業

名）

26 北区日本語教室 区全域 R4年度～ 2,192 総務課 区 参加人数 0 150人
【都】東京都地域日本語教育
の総合的な体制づくり推進事
業

● ● ●

27 「やさしい日本語」研修 職員 4回 H30年度～ 341 総務課 区 参加人数 170人 200人 ● ● ●

28
家具転倒防止器具及び
感震ブレーカー取り付け支援事業

区全域 R4年度 49 防災・危機管理課 区 ● ●

29 消防団への活動支援 区内消防団 3消防団 9,265 防災・危機管理課 区 ● ●

30 街路設置消火器の設置及び維持管理 区全域 15,934 防災・危機管理課 区 ●

31 不燃化特区への感震ブレーカー配布事業 不燃化特区 R4年度 0 防災・危機管理課 区 対象者への感震ブレーカー取り付け普及率 ● ●

32 自主防災組織への資機材の配備、点検、修繕 区全域 R4年度～ 7,754 防災・危機管理課 区 ● ●

33 北区自主防災組織活動助成金交付事業 区全域 180組織 11,420 防災・危機管理課 区 ● ● ●

34 地区防災会議防災訓練補助金交付事業 区全域 19地区 3,800 防災・危機管理課 区 ● ● ●

35 スタンドパイプ屋外用格納ボックス購入助成事業 区全域 10件 300 防災・危機管理課 区 ● ● ●

36 避難所開設訓練（計画推進事業） 区全域 19地区 R2年度～R9年度 4,752 防災・危機管理課 区
訓練実施率
（目標値：全114回）

13%（15/114） 63%（72/114） ● ●

37 中学生防災学校 区全域 区内12校 1,592 防災・危機管理課 区 ●

38 オンライン防災イベント 区全域 1日（全3回予定） R4年度 2,459 防災・危機管理課 区 ●

39 防災セミナー講師派遣事業 区全域 20回 1,485 防災・危機管理課 区 ●

40 マイ・タイムライン普及リーダー育成事業
荒川氾濫の浸水想定区域

の区民
11回（区民向け講座） 令和元年度～ 6,056 防災・危機管理課 区 推進 推進 ● ●

41 コミュニティタイムライン作成支援事業
荒川氾濫の浸水想定区域

の連合町会
2連合町会 R4年度～R8年度 4,544 防災・危機管理課 区 ●

42 要配慮者施設避難確保計画作成支援等
荒川氾濫の浸水想定区域

の要配慮者施設
1 R5年度 2,077 防災・危機管理課 区

43 土砂災害ハザードマップの増刷 土砂災害警戒区域の区民 1,000部 R4年度 2,310 防災・危機管理課 区 ●

44 防災行政無線（移動系）賃借 区全域 519 R4年度～R9年度 24,640 防災・危機管理課 区 移動系無線の機能及び抗堪性の向上 0%(現有装備あり) 100% ● ● ●

45 戸別受信機システム管理 区全域 1 R5年度 4,903 防災・危機管理課 区

46 計測震度計の更新 防災センター 1 R5年度 0 防災・危機管理課 区

47 個別避難計画作成研修会等 区全域 なし R5年度 0 防災・危機管理課 区

48 被災者生活再建支援システム更改等 区全域 なし R5年度 0 防災・危機管理課 区

49 北区メールマガジン保守運用 区全域 なし R3年度～ 4,158 防災・危機管理課 区 ● ●

50 防災センターWi-Fi環境整備事業 防災センター R4年度～ 94,000 防災・危機管理課 区 ● ●

51 災害時協定締結・管理 区内・区外 0 防災・危機管理課 区 ● ●

52 備蓄物資購入 区全域 R4年度～ 103,131 防災・危機管理課 区 ● ● ● ●

53 災害用給水所の整備 区全体 R4年度～ 14,811 防災・危機管理課 区 ●

54 関係機関との連携強化 全関係機関 0 防災・危機管理課 区 ●

55 北区防災ボランティア養成事業 区全体 R3年度～ 49 防災・危機管理課 区
毎月一回以上の定期ミーティング
もしくは訓練の実施

50% 80% ●

56
駅前滞留者対策協議会における
帰宅困難者対策の推進

区全域 R4年度～ 4,165 防災・危機管理課 区、協議会 ●

57 事業所に対する帰宅困難者対策の普及啓発 区全域 R4年度～ 0 防災・危機管理課 区 ●

58 帰宅困難者対策訓練 区全域 R4年度～ 50 防災・危機管理課 区 ●

59 災害対策本部実動訓練 区、関係機関 R4年度～ 88 防災・危機管理課 区 ●

安全で快適なうるおいのあるまちづくり
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指標名
本計画策定時値

（Ｒ３年度末見込み）
目標値

（Ｒ６年度末見込み）
1 2 3 4 5 6 7 8

Ｒ6年度
事業費

（千円）
No. 事業名 箇所 数量 期間

個別事業に関連する
事前に備えるべき目標

担当課 実施主体

ＫＰＩ 備考欄
（国や東京都の事業

名）

60 災害対策本部設営時に使用する机等の整備 防災センター 40 R4年度 0 防災・危機管理課 区 ●

61 災害対策本部予備施設の改修工事 防災センター R4年度 0 防災・危機管理課 区 ●

62 防災会議運営 区全域 原則年2回 685 防災・危機管理課 区 ●

63 子ども防犯教室の実施 区全域 H22年度～ 0 生活安全担当課 区 ●

64 防犯出前講座の実施 区全域 H27年度～ 0 生活安全担当課 区 ●

65 北区防災ボランティア養成事業 区全体 R3年度～ 49 防災・危機管理課 区
毎月一回以上の定期ミーティング
もしくは訓練の実施

50% 80% ●

66 防犯カメラ運営に関する補助 区全域 H20年度～ 5,850 生活安全担当課 都・区 ●

67 地域安全・安心パトロール事業の実施 区全域 H16年度～ 94,280 生活安全担当課 区 ●

68 北とぴあの大規模改修 北とぴあ 35,128.45㎡ R4年度～R8年度 319,822
大規模区民施設整

備担当課
区 ● ●

69
駅前滞留者対策協議会における
帰宅困難者対策の推進

区全域 R4年度～ 4,165 防災・危機管理課 区、協議会 ●

70 事業所に対する帰宅困難者対策の普及啓発 区全域 R4年度～ 0 防災・危機管理課 区 ●

71 帰宅困難者対策訓練 区全域 R4年度～ 50 防災・危機管理課 区 ●

72 災害対策本部実動訓練 区、関係機関 R4年度～ 88 防災・危機管理課 区 ●

73 住環境整備事業 赤羽一丁目第一地区 0.5ha R2年度～R10年度 388,174 まちづくり推進課 組合
◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
【国】市街地再開発事業

● ●

74 住環境整備事業 十条駅西口地区 1.7ha H29年度～R7年度 5,442,642 まちづくり推進課 組合
◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
【国】市街地再開発事業

● ●

75 都市防災不燃化促進事業 補助83号線南地区 3.5ha H22年度～R6年度 6,400
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 60% 70%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

76 都市防災不燃化促進事業 補助86号線志茂地区 3.2ha H27年度～R7年度 21,623
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 64% 68%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

77 都市防災不燃化促進事業 補助86号線赤羽西地区 3.7ha H27年度～R7年度 8,600
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 48% 66%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

78 都市防災不燃化促進事業 地区防災道路志茂地区 18.3ha H27年度～R7年度 13,326
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 63% 69%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

79 都市防災不燃化促進事業 補助83号線北地区 2.3ha H28年度～R7年度 4,600
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 55% 53%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

80 都市防災不燃化促進事業 補助73号線沿道地区 5.3ha H28年度～R7年度 10,600
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 51% 52%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

81 都市防災不燃化促進事業 補助81号線沿道地区 0.3ha H28年度～R7年度 0
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 55% 67%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

82 都市防災不燃化促進事業 補助85号線沿道地区 6.3ha R3年度～R12年度 21,439
防災まちづくり担

当課
個人 耐火率（準耐火建築物含む） 61%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によるもの
・市街地整備事業
【国】都市防災推進事業

● ●

83 密集住宅市街地整備促進事業 十条駅東地区 51.7ha H18年度～R7年度 181,812
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 55% 60%

・住環境整備事業
【国】住宅市街地整備事業
（密集型）

● ●

84 密集住宅市街地整備促進事業 西ケ原地区 30ha H17年度～R7年度 176,579
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 56% 69%

・住環境整備事業
【国】住宅市街地整備事業
（密集型）

● ●

85 密集住宅市街地整備促進事業 志茂・岩淵地区 116.7ha H18年度～R7年度 108,946
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 59% 68%

・住環境整備事業
【国】住宅市街地整備事業
（密集型）

● ●

86 密集住宅市街地整備促進事業 十条北地区 31.5ha H26年度～R10年度 61,084
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 52% 60%

・住環境整備事業
【国】住宅市街地整備事業
（密集型）

● ●

3
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87 密集住宅市街地整備促進事業 十条駅西地区 26.8ha H26年度～R7年度 88,739
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 62% 63%

・住環境整備事業
【国】住宅市街地整備事業
（密集型）

● ●

88 不燃化推進整備特定事業 十条駅周辺地区 81.2ha H25年度～R7年度 146,895
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 58%

十条駅西地区：63％
十条駅東地区：60％

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

89 不燃化推進整備特定事業 志茂・岩淵地区 116.7ha H26年度～R7年度 134,879
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 58%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

90 不燃化推進整備特定事業
赤羽西補助86号線

沿道地区
6ha H27年度～R7年度 3,994

防災まちづくり担
当課

区・個人 不燃領域率（東京都方式） 53% 55%
◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

91 不燃化推進整備特定事業 補助81号線沿道地区 1ha H26年度～R7年度 3,782
防災まちづくり担

当課
区・個人 不燃領域率（東京都方式） 65%

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

92
地区防災不燃化促進事業
（ＫＰＩは密集住宅市街地整備促進事業と重複）

十条地区
整備地域内の防災生活道

路沿い
H28年度～R7年度 16,279

防災まちづくり担
当課

個人 不燃領域率（東京都方式） 56%
十条駅西地区：63％
十条駅東地区：60％

十条北地区：60％

◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

93
地区防災不燃化促進事業
（ＫＰＩは密集住宅市街地整備促進事業と重複）

西ケ原地区
整備地域内の防災生活道

路沿い
H28年度～R7年度 9,182

防災まちづくり担
当課

個人 不燃領域率（東京都方式） 56% 69%
◆社会資本整備総合交付金の
基幹事業によらないもの（国
費なし）

● ●

94 連続立体交差事業 十条駅付近 1,450m R元年度～R12年度 6,913 土木政策課 都 ● ● ● ● ●

95 特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業 特定緊急輸送道路沿道 推進 53,483 建築課 区 総合到達率・区間到達率及び耐震化率
総合到達率91.6%

区間到達率60%以上100％未満、
耐震化率88.3%

総合到達率99%
区間到達率95%未満の解消、

耐震化率100%(R7年度末)

【国】地域防災拠点建築物整
備緊急促進事業

● ● ●

96 一般緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業 一般緊急輸送道路沿道 推進 8,317 建築課 区 総合到達率・区間到達率及び耐震化率 86.50% 90%(R7年度末)
【国】地域防災拠点建築物整
備緊急促進事業

● ● ●

97 木造住宅耐震化促進事業 区全域 推進 101,585 建築課 区 耐震化率 88.30% 概ね解消(R7年度末)
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●

98 ブロック塀耐震アドバイザー派遣事業 区全域 推進 1,155 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

● ●

99 ブロック塀等安全対策支援事業 区全域 推進 1,949 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

● ●

100 がけ・擁壁改修アドバイザー派遣事業 区全域 推進 2,200 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●

101 擁壁等安全対策支援事業 区全域 推進 10,000 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●

102 土砂災害対策支援事業 土砂災害特別警戒区域内 推進 750 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●

103 狭あい道路等拡幅整備事業 区全域 推進 466,380 建築課 区
【国】狭あい道路整備等促進
事業

● ● ●

104 分譲マンション管理相談事業 区全域 130 住宅課 区 分譲マンション管理相談事業相談率（件数） 13％（7件） 88％（46件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●

105 マンション劣化診断調査費助成事業 区全域 600 住宅課 区
マンション劣化診断調査費助成事業助成率
（件数）

58％（7件） 133％（16件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●

106 空き家に関する個別相談事業 区全域 30 住宅課 区 空き家に関する個別相談事業相談率（件数） 5％（1件） 80％（16件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

● ●

107 老朽空家等除却支援事業 区全域 10,423 住宅課 区 老朽空家等除却支援事業助成率（件数） 30％（12件） 105％（42件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

● ●

108 地域貢献型空き家利活用モデル事業 区全域 2,000 住宅課 区
地域貢献型空き家利活用モデル事業助成率
（件数）

0％（0件） 75％（3件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

● ●

109 空き家適正管理助成事業 区全域 30 住宅課 区 空き家適正管理助成事業助成率（件数） 0％（0件） 75％（30件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

● ●

110 住まい改修支援事業 区全域 20,361 住宅課 区 住まい改修支援事業助成率（件数） 19％（155件） 94%(755件)
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●
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111 三世代住宅建設等助成事業 区全域 6,500 住宅課 区 三世代住宅建設助成率（件数） 25％（13件） 100％（52件）
【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●

112 区営住宅の建設・管理（修繕等） 区全域 746,088 住宅課 区

・仮称区営浮間四丁目アパート建設
（R7年度完成予定）
・「北区公営住宅のストック活用及び長寿化
計画」に基づく修繕等

【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●

113 高齢者住宅の建設・管理（修繕等） 区全域 977,430 住宅課 区

仮称区営シルバーピア栄町建設
（R8年度完成予定）
・「北区公営住宅のストック活用及び長寿化
計画」に基づく修繕等

【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）

●

114 セーフティネット住宅改修費補助事業 区全域 2,000 住宅課 区
セーフティネット住宅改修費補助事業補助率
（件数）

0％（0件） 33％（1件）

【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）
【国】住宅セーフティネット
法に基づく事業

●

115 セーフティネット住宅家賃低廉化補助事業 区全域 2,400 住宅課 区
セーフティネット住宅家賃低廉化補助事業補
助率（件数）

0％（0件） 86％（6件）

【国】社会資本整備総合交付
金事業（地域住宅計画に基づ
く事業）
【国】住宅セーフティネット
法に基づく事業

●

116 高台まちづくり 区内浸水区域 推進 0
防災まちづくり担

当課
区

【国】都市安全確保拠点整備
事業

● ● ●

117 都市計画道路新設・拡幅整備事業 補助181号線 1路線 R2年度～R11年度 41,936 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

118 都市計画道路新設・拡幅整備事業 区画街路3号線 1路線 R2年度～R11年度 398,617 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

119 都市計画道路新設・拡幅整備事業 鉄道付属街路第1～6号線 1路線 R元年度～R13年度 498,280 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

120 都市計画道路新設・拡幅整備事業 補助243号線 1路線 R7年度～R11年度 0 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

121 幹線区道新設・拡幅整備事業 中央図書館前道路 1路線 R2年度～R11年度 32,521 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

122 幹線区道新設・拡幅整備事業 神谷道 1路線 R2年度～R11年度 0 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

123 幹線区道新設・拡幅整備事業 十条富士見中学校前道路 1路線 R2年度～R11年度 0 土木政策課 区 整備路線数 0路線 1路線 ● ● ● ● ● ●

124 幹線区道新設・拡幅整備事業 赤羽台団地西側区道 1路線 0 土木政策課 区 整備路線数 0路線 0路線 ● ● ● ● ● ●

125 無電柱化事業 区全域 7区間 R2年度～R11年度 0 土木政策課 区 整備区間 1区間 1区間 ● ● ● ● ● ●

126 公園等整備事業 飛鳥山公園 1公園 Ｈ27年度～Ｒ9年度 30,030 土木政策課 区 整備公園数 0公園 1公園 ● ● ●

127 （仮称）新神谷公園の整備事業 北区神谷二丁目地内 1公園 R2年度～R11年度 9,481 土木政策課 区 整備公園数 0公園 0公園 ● ● ●

128 名主の滝公園の再生整備事業 名主の滝公園 1公園 R2年度～R9年度 272,308 土木政策課 区 整備公園数 0公園 0公園 ● ● ●

129 桐ケ丘中央公園の拡張整備事業 桐ケ丘中央公園 1公園 R2年度～R11年度 0 土木政策課 区 整備公園数 0公園 0公園 ● ● ●

130 集中豪雨等対策事業 区全域 3,400 道路公園課 区 ●

131 駅周辺バリアフリー化整備事業 田端駅周辺 1カ所 R2年度～R11年度 71,076 土木政策課 区 設置カ所数 0か所 1箇所 ● ● ●

132 駅周辺バリアフリー化整備事業 東十条駅周辺 2カ所 R2年度～R11年度 194,780 土木政策課 区 設置カ所数 0か所 0箇所 ● ● ●
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133 区内交通手段の確保事業 区全域 R2年度～R11年度 126,968 交通事業担当課 区 コミュニティバス運行路線数 2路線 3路線 ● ●

134 橋梁整備事業 新田橋 1橋 R2年度～R11年度 132,712 土木政策課 区 整備橋梁数 0橋 0橋 ● ● ● ● ●

135 橋梁整備事業 十条跨線橋 1橋 R2年度～R11年度 194,780 土木政策課 区 整備橋梁数 0橋 0橋 ● ● ● ● ●

136 橋梁整備事業 新柳橋 1橋 R2年度～R9年度 49,031 土木政策課 都 ● ● ● ● ●

137 橋梁維持補修事業 区全域 4橋 R2年度～R7年度 190,225 土木政策課 区 ● ● ● ● ●

138 橋梁健全度調査事業 区全域 42橋等 R元年～Ｒ6年度 48,000 土木政策課 区 ● ● ● ● ●

139 擁壁健全度調査事業 区全域 56カ所 H26年度～R9年度 12,111 土木政策課 区 ● ● ● ● ●

140 擁壁維持補修事業 区全域 H26年度～R9年度 32,304 土木政策課 区 ● ● ● ● ●

141 （仮称）旧北王子支線跡地遊歩道の整備事業
北区王子3-1～
東十条1-13先

1カ所 R2年度～R9年度 20,625 土木政策課 区 整備カ所数 0カ所 1カ所 ● ● ● ● ●

142 総合的な自転車活用の推進事業 区全域 R2年度～R11年度 70,998 交通事業担当課 区 自転車利用環境に対する満足度 33.50% ●

143 東十条駅周辺まちづくりガイドラインの策定 東十条駅周辺地域 R4年度～R5年度 41,547

都市拠点デザイン
担当課・鉄道駅関
連プロジェクト担

当課

区 ●

144 総合的な駐輪対策の推進事業 区全域 R2年度～R11年度 224,198 土木管理課 区 ● ●

145 道路台帳整備事業 区全域 102,239 土木管理課 区 ● ● ●

146 飛鳥山公園の魅力向上事業 飛鳥山公園 H27年度～ 34,874 道路公園課 区 ● ● ●

147 北区洪水ハザードマップ作成事業 区全域 1,650 道路公園課 区 洪水ハザードマップ多言語版作成 100% 100% ● ●

148 交通安全施設事業 区全域 37,758 道路公園課 区 ● ● ●

149 路面補修事業 区全域 386,118 道路公園課 区 ● ● ●

150 街路樹、駅前広場管理事業 区全域 72,781 道路公園課 区 ● ● ●

151 昇降施設設置歩道橋等管理事業 区全域 27,336 道路公園課 区 ● ● ●

152 道路維持管理事業 区全域 22,047 道路公園課 区 ● ● ●

153 路面下空洞調査事業 区全域 32,525 道路公園課 区 ● ● ● ● ●

154 路面下空洞緊急対応事業 区全域 110,715 道路公園課 区 ● ● ● ● ●

155 街灯清掃及び巡回事業 区全域 22,109 道路公園課 区 ● ● ●

156 街灯修繕事業 区全域 287,877 道路公園課 区 ● ● ●

157 街路照明LED化事業費 区全域 472,270 道路公園課 区 ● ● ●

158 水辺環境維持管理事業 荒川河川敷の公園緑地 公園緑地6箇所 31,813 道路公園課 区 ● ● ● ●

159 公園等施設維持改修事業 北区管内の全公園
公園85箇所

児童遊園100箇所
遊び場15箇所

144,474 道路公園課 区 ● ●

160 公園灯修繕事業 北区管内の全公園
公園85箇所

児童遊園100箇所
遊び場15箇所

55,700 道路公園課 区 ● ●

161 遊具点検事業 北区管内の全公園
公園85箇所

児童遊園100箇所
遊び場15箇所

9,090 道路公園課 区 ● ●

162 公衆便所維持管理事業 北区管内の全公衆便所 公衆便所13箇所 31,207 道路公園課 区 ● ●

163 河川等維持管理事業 石神井川 管内延長3,810m 274,721 道路公園課 区 ● ● ●

164 集約都市形成支援事業 区全域 ― 0 都市計画課 区
【国】集約都市（コンパクト
シティ）形成支援事業

●

165 分譲マンション耐震化支援事業 区全域 推進 12,499 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●
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指標名
本計画策定時値

（Ｒ３年度末見込み）
目標値

（Ｒ６年度末見込み）
1 2 3 4 5 6 7 8

Ｒ6年度
事業費

（千円）
No. 事業名 箇所 数量 期間
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事前に備えるべき目標

担当課 実施主体

ＫＰＩ 備考欄
（国や東京都の事業

名）

166 賃貸マンション耐震化支援事業 区全域 推進 699 建築課 区
【国】住宅・建築物安全ス
トック形成事業(住宅・建築
物耐震改修事業)

●

167 災害廃棄物処理体制の構築 区全域 R2年度～R6年度 10,593 リサイクル清掃課 区 ● ● ● ● ●

168 災害廃棄物処理体制の構築 区全域 R2年度～R6年度 0 北区清掃事務所 区 ● ● ● ● ●

基本計画推進のための区政運営

169 第一庁舎、第二庁舎及び第三庁舎劣化対策事業
第一庁舎、第二庁舎、

第三庁舎
R3年度～R5年度 0 総務課 区 ●

170 新庁舎建設 新庁舎建設予定地 1 H22年度～ 67,240 新庁舎整備担当課
長

区 ● ●

171 トイレリフレッシュ事業 駅前公衆便所等 H30年度～ 79,987 道路公園課 区 駅前トイレのリフレッシュ整備数 3箇所 5箇所 ● ● ●
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